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事業名 西バゴー地域の初等教育における読書推進事業（第 3 年次） 

The Reading Promotion Project at Primary Schools in West Bago Region 

事業対象地 ミャンマー連邦共和国 

事業期間 2020 年 1 月 12 日～2021 年 1 月 11 日 

公的資金種別 平成 31 年度 日本ＮＧＯ連携無償資金協力 

総支出額 総支出：28,726,687 円 

プロジェクト

目標および、そ

の達成度 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、プロジェクト目標である読書活動の普及

の達成度を確認する一部の指標データの取得が困難ではあるが、各学校に児童や教員

らが自由に利用できる児童図書が配架・整備されたこと、地域の公共図書館員が定期

的に活動状況を確認すると同時に図書サービスに関する助言を教員に行う体制が構

築されたこと、さらに公共図書館員が各学校と円滑にコミュニケーションを取り、新

型コロナウイルス感染拡大終息後の活動継続を検討していることから、今期新規対象

校 10 校及び西バゴー地域での読書活動の普及見込みはあると判断する。 

実施内容  概

要 

(1) 対象学校にて図書コーナーの設置・活用 

対象校 10 校を選定し、図書館を設置した。また、対象校の教員へ

図書館研修をオンラインにて実施した。ただし、新型コロナウイル

スの感染拡大により休校措置が取られており、図書館の活用は学校

再開後となる。 

研修受講者数：

80 人 

(2) 学校図書コーナーミニマムパッケージの形成 

1 年次に作成した図書館運営マニュアルについて、対象地域の教育

局長、公共図書館職員、対象校の校長や教員へ説明会を実施した。 

説明会参加者

数：72 人 

(3) 児童図書の出版 

児童図書出版委員会と共同で 3 タイトルの絵本と 1 タイトルの紙

芝居を出版した。また、日本の児童図書専門家を講師に児童図書出

版研修をオンラインで実施した。 

 

(4) 公共図書館による対象学校における移動図書館活動の強化 

公共図書館と郡教育局との協議の下、252 校の対象校を選定し、移

動図書館活動を実施した。しかし、学校休校措置のため、3 月以降

は実施できていない。また、公共図書館職員へ能力強化研修を実施

した。 

移動図書館活動

参 加 者 数 ：

16,927 人 
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 (5) オンライン読み聞かせ活動 

移動図書館活動の代替活動として、公共図書館と協力し、読み聞か

せ動画の作成と配信を行った。 

 

成果 (1) 対象学校にて図書コーナーの設置・活用 

「対象学校にて図書コーナーが設置・活用される」 

3 年次対象校 10 校への図書コーナーの設置が完了し、合計 747 冊/校の児童図書が供

与された。また、図書館研修を実施し、受講者の研修理解度は 93%であった。 

 

(2) 学校図書コーナーミニマムパッケージの形成 

「学校図書コーナーミニマムパッケージが形成される」 

学校図書コーナーミニマムパッケージのガイドラインを適応した小学校が 3 年次対

象校の 10 校増加した。また、郡教育局職員および学校長らを対象にミニマムパッケ

ージの説明会を実施し、参加者 72 名の理解度は 87.5%であった。 

 

(3) 児童図書の出版 

「良質な児童図書が出版される」 

児童図書出版委員会メンバー15 名へ研修を実施し、研修後の自己評価テストにおい

て、理解度は 90％であった。 

 

(4) 公共図書館による対象学校における移動図書館活動の強化 

「公共図書館による対象学校における移動図書館活動が強化される」 

3 月以降に公立学校は休校となり事業期間中に学期が再開されることはなかったた

め、公共図書館による移動図書館活動は 3 月までの実施となった。公共図書館による

移動図書館活動やそれを通した指導の機会が限られていたため、指標にかかるデータ

取得が困難であり、達成度を測ることができない。 

 

課題と対応策 新型コロナウイルス感染拡大の影響により事業に遅延、中止、追加等が発生した。

一部の活動に関しては、事業終了後も自己資金にてフォローアップを実施予定であ

る。 

 


